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京都府光化学反応による大気汚染緊急時対策要綱

昭和４８年４月２７日
京都府告示第２０６号

（趣旨）

第１ この要綱は、京都府内に発生する光化学反応による大気汚染から府民の健康と快適な暮

らしを守るため、大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）第22条及び第23条並びに京都

府環境を守り育てる条例（平成７年京都府条例第33号）第31条に基づき、オキシダントに

よる大気汚染状況の常時監視及び光化学反応による大気汚染に係る緊急時の措置に関し必要

な事項を定めるものとする。

（平８告示336・平２０告示１６８・一部改正）

（常時監視）

第２ オキシダントによる大気汚染状況の常時監視は、次表により行う。

区 分 測 定 地 点 測 定 方 法

向陽測定局 向日市森本天神森４の１
大気汚染防止法施行規

京都府 則（昭和４６年厚生省、

の地域
大山崎測定局

乙訓郡大山崎町字円明寺小字松田 通商産業省令第１号）

(大山崎中学校内) 第１８条の規定による

京都市
宇治測定局

宇治市宇治若森７番地の６ 測定の方法

の地域 (山城北保健所内)

を除く。
城陽測定局

城陽市宮ノ平１

(城陽高等学校内)

久御山測定局
久世郡久御山町坊之池高河原７番地

(久御山中学校内)

国道1号測定局 八幡市戸津堂田

田辺測定局
京田辺市田辺明田１番地

(京都府田辺総合庁舎内)

精華測定局
相楽郡精華町光台1丁目７

木津測定局
木津川市木津上戸１８番地

(京都府木津総合庁舎内)

２ 京都市内の地域については、京都市が定める測定地点で常時監視を行つたオキシダントデ

ータを取得することができるよう京都市に協力を求めるものとする。

（気象情報の収集）

第３ 知事は、光化学反応による大気汚染の緊急時措置に関し必要な気象の情報を、京都地方

気象台から収集するものとする。
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（発令基準等）

第４ 知事は、光化学反応による大気汚染の緊急時の注意報、警報及び緊急警報（以下「注意

報等」という。）の発令及び解除を、原則として次表の基準により行うものとする。

区 分 発 令 基 準 解 除 基 準 発令対象地域

１以上の測定地点においてオキシダン

注 意 報
ト濃度の１時間平均値が０．１２pp

m以上になり、気象条件からみて、そ

の濃度が継続すると認められるとき。 それぞれの注意報 京都市、向日市、

等の発令地点にお 長岡京市、大山崎

１以上の測定地点においてオキシダン けるオキシダント 町、宇治市、城陽

警 報
ト濃度の１時間平均値が０．２４pp 濃度が継続するお 市、久御山町、八

m以上になり、気象条件からみて、そ それがないと認め 幡市、京田辺市、

の濃度が継続すると認められるとき。 られるようになつ 井手町、木津川市

たとき。 及び精華町の地域

１以上の測定地点においてオキシダン

緊急警報
ト濃度の１時間平均値が０．４ppm

以上になり、気象条件からみて、その

濃度が継続すると認められるとき。

（発令等の周知の及び協力要請）

第５ 知事は、注意報等の発令及び解除の周知を図るため、関係機関の協力を得て、別表１に

定める連絡系統図により、電気通信設備を利用して、別表２に定める事項を通報するととも

に、通報した市町村その他の関係機関に対し、必要な対策を講じるよう協力を求めるものと

する。

２ 知事は、注意報等の発令及び解除の周知を図るため、報道機関の協力を得て、広報を行う

ものとする。

（ばい煙を排出する者等に対する措置等）

第６ 知事は、必要と認めるときは、次に掲げる措置を講じるものとする。

(1) 注意報等を発令する事態が発生したときは、当該発令対象地域内のばい煙を排出する者

及び揮発性有機化合物（以下「ＶＯＣ」という。）を排出し、又は飛散させる者であつて、

大気の汚染をさらに著しくするおそれがあると認められるものに対し、ばい煙の排出量又

はＶＯＣの排出量若しくは飛散の量の減少について協力を要請すること。

(2) 緊急警報を発令する事態が発生したときは、当該事態がばい煙又はＶＯＣに起因する場

合にあつては、当該発令対象地域内のばい煙発生施設において発生するばい煙を大気中に

排出する者及びＶＯＣ排出施設からＶＯＣを大気中に排出する者であつて、ばい煙又はＶ

ＯＣの排出削減措置が特に必要と認められるものに対し、ばい煙量若しくはばい煙濃度又
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はＶＯＣ濃度の減少、ばい煙発生施設又はＶＯＣ排出施設の使用の制限その他必要な措置

をとるべきことを命令すること。

(3) 京都府公安委員会に対し、注意報又は警報を発令する事態が発生したときは、自動車の

使用者又は運転者を対象として当該発令地域内での自動車の運行の自主的制限について協

力を求める広報の実施について要請し、緊急警報を発令する事態が発生したときは、当該

事態が自動車排出ガスに起因する場合、道路交通法（昭和35年法律第 105号）の規定に

よる措置を講じるべきことを要請すること。

（被害者状況等の把握等）

第７ 知事は、光化学反応による大気汚染が原因とみられる被害が発生した旨の通報を受けた

ときは、被害状況の把握等その対策に努めるものとする。

２ 知事は、光化学反応による大気汚染が原因とみられる被害が発生した旨の通報を市町村長

が受けたときは、被害状況の把握等その対策に努めるよう協力を求めるものとする。
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別表１
府 広 報 課 京都地方気象台府 環 境 管 理 課

放送局・新聞社 府政記者室 府健康対策課

府保健環境研究所 府 内 測 定 局
（京都市内測定局を除く。）

府 府 府 府
文 教 警 京 都 市
教 育 府

（

府 保
課 京 察

委 教 都内 健 本員 市
会 育 市 を市 所 部 京都市内測定局 京

町 除 都
局 村 く町 市

教 。 教
育

）

村 育
委 委
員 員

私 府 会 府 警 会

広
立 立 域

振
察

学 学 児 興
童 局

校 校 福 署
市 祉
町 施 交 京 京 児
村 設 都 都

童
立 通 市 市
学 立 立 福
校 情 高

小 等 祉

報 中 学
学 校

施

校 等 設

大規模ばい煙 児 童 ・ 生 徒 住 民 自 動 車 住 民 児 童 ・ 生 徒
発 生 施 設 運 転 者
等 設 置 者

印は、測定データ連絡

印は、注意報等発令及び解除の連絡 印は、被害発生の連絡
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別表２

区 分 事 項

注 時 協 １ 屋外にはなるべく出ないようにすること。

意 の 力 ２ 目やのどなどに刺激を感じた人は洗眼し、うがいを行うとともに、最寄り

報 周 要 の保健所、市役所、町役場等のいずれかへ連絡すること。

等 知 請 ３ 不急の自動車を運行しないこと。

発 及 事 ４ ばい煙の排出量、ＶＯＣの排出量等の減少に努めること。

令 び 項

注 意 報

京都府光化学スモッグ 警 報 発令

発 緊急警報

注 注 意 報

意 ○○○地域に 時 分光化学スモッグ 警 報 を発令しました

報 令 緊急警報

等 ので、次の事項について実行してください。

発 （事項は、注意報等発令時の周知及び協力要請事項に同じ。）

令

又

は

解 注 意 報

除 京都府光化学スモッグ 警 報 解除

の 解 緊急警報

指

令

注 意 報

さきに○○○地域に発令されていた光化学スモッグ 警 報 は、

緊急警報

除 汚染状況が回復しましたので、 時 分解除しました。

なお、本注意報発令中のオキシダントの１時間平均最高濃度は、測定地点

○○○○において○○ｐｐｍを記録しました。



- 6 -

京都府光化学反応による大気汚染緊急時対策実施要領

１ 趣 旨

この要領は、京都府光化学反応による大気汚染緊急時対策要綱（昭和48年京都府告示第２

０６号。以下「要綱」という。）の円滑な実施を図るため必要な事項を定めるものとする。

２ 測定データの収集

府環境管理課は発令対象地域内におけるオキシダントによる大気汚染状況を把握するた

め、要綱第２に定める測定地点の測定データを次の各号に定めるところにより収集するもの

とする。

(１)定時測定値

毎日午前９時以降、当日継続して監視する必要が無くなるまでの間、オキシダント濃度

の１時間平均値をテレメーターシステム等から入手すること。

(２)任意測定値

定時測定値を補完するため、必要に応じ府保健環境研究所（京都市にあっては京都市衛

生環境研究所）から任意測定値を入手すること。

３ 気象情報の収集等

府環境管理課は、要綱第３に定めるところにより、京都地方気象台から当日の気象情報を

毎日午前１０時３０分に、また、必要に応じ翌日の気象情報を午後４時３０分に各々収集す

るものとする。

なお、府環境管理課は、気象情報の収集に必要な、発令対象地域内の測定地点の測定デー

タを京都地方気象台に提供するものとする。

４ 汚染状況の通報

府環境管理課は、収集した気象情報から光化学反応による大気汚染を生じやすい状態が予

測される場合は、あるいはオキシダント濃度が0.08ppmを超え、更に高濃度に達する可能性

があると考えられる場合には、それぞれ関係府保健所（京都市にあっては京都市衛生環境研

究所）等にその状況を通報するものとする。
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５ 注意報等発令の地域区分及び周知

(１)注意報等発令の地域区分

要綱第４に定める注意報等の発令対象地域の区分は次のとおりとする。

発令対象地域 市 町 測 定 局

１ 壬 生 測定局

２ 左 京 〃

３ 伏 見 〃

４ 山 科 〃

京都市地域 京 都 市
５ 久 我 〃

６ 北 〃

７ 市役所 〃

８ 西 京 〃

９ 醍 醐 〃

10 向 陽 〃
乙 訓 地 域 向 日 市・長 岡 京 市・大 山 崎 町

11 大山崎 〃

12 宇 治 〃

宇 治 地 域 宇 治 市・城 陽 市・久 御 山 町 13 城 陽 〃

14 久御山 〃

綴 喜 地 域 八 幡 市・京 田 辺 市・井 手 町
15 田 辺 〃

18 国道１号 〃

相 楽 地 域 木津川市・精華町
16 精 華 〃

17 木 津 〃

※ 京都市地域の１～９の測定局については、京都市の協力を得たもの

(２)注意報等発令の周知

府環境管理課は、注意報等を通報した市町、学校等に対し、次の方法又はその他適当と

認められる方法によりその発令及び解除の周知を図ることの協力を要請するものとする。

ア 要綱別表１に準じた連絡系統体制を確立し、電話等により周知を図ること。

イ 報道機関の協力を得て、広報を行うこと。

ウ 次の標識を公共施設等適当と認められる場所に掲出すること。



- 8 -

区 分 標 識

黄色地

注 意 報 （「光化学スモッグ注意報」と表示）

赤色地

警 報 （「光化学スモッグ警報」と表示）

赤色地

緊 急 警 報 （「光化学スモッグ緊急警報」と表示）

６ ばい煙を排出する者等に対する協力要請・命令等

（１）ばい煙を排出する者等に対する協力要請・命令

府環境管理課は、要綱第６で定めるところにより、ばい煙を排出する者（工場及び事業場

のばい煙発生施設の届出最大排出ガス量の合計が10,000Ｎｍ３/時以上のばい煙発生施設

の設置者に限る。）、揮発性有機化合物（以下「ＶＯＣ」という。）を排出し、若しくは飛散さ

せる者（ＶＯＣ排出施設の設置者、石油卸売業者及び燃料小売業者（ガソリンステーションの

設置者に限る。）に限る）に対し、次表に掲げる協力要請・命令を行うものとする。
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表・各発令区分におけるばい煙を排出する者等に対する協力要請・命令の内容

発 令 区 分

要請等対象者

注意報 警報 緊急警報

ばい煙を排出する者 （要請） （命令）

（工場及び事業場のば ばい煙の排出量の減少 ばい煙量又はばい煙

い煙発生施設の届出最 濃度の減少、ばい煙

大排出ガス量の合計が 発生施設の使用の制

10,000Ｎｍ３/時以 限等

上のばい煙発生施設の

設置者に限る。） ※削減量 ※削減量 ※削減量

通常の燃料使用量の 通常の燃料使用量の 通常の燃料使用量の

20パーセント程度 40パーセント程度 40パーセント以上

ＶＯＣを排出し、若し （要請） （命令）

くは飛散させる者 ＶＯＣの排出量又は飛散の量の減少 ＶＯＣ濃度の減少、

（ＶＯＣ排出施設の設 ＶＯＣ排出施設の使

置者に限る。） 用の制限等

※削減量 ※削減量 ※削減量

通常のＶＯＣ使用量 通常のＶＯＣ使用量 通常のＶＯＣ使用量

の20パーセント程 の40パーセント程 の40パーセント以

度 度 上

ＶＯＣを排出し、若し （要請）

くは飛散させる者 ＶＯＣの排出量又は飛散の量の減少、給油の制限

（石油卸売業者及び燃

料小売業者（ガソリン

ステーションの設置者

に限る。）に限る。）
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(２)府公安委員会に対する協力又は措置の要請

府環境管理課は、要綱第６に定めるところにより、府警察本部交通部交通企画課に対し、

次の措置の協力要請等を行うものとする。

ア 注意報又は警報発令のとき

当該発令地域内での不急の自動車の運行を自粛するよう自動車の使用者又は運転者に

対し協力を求めること。

イ 緊急警報発令のとき

道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）の規定による措置をとるべき要請をするこ

と。

７ 被害状況の報告

光化学反応による大気汚染が原因とみられる被害が発生した旨の通報を受けた府保健

所、市町などは別紙に示す内容について判明の都度、直ちに府環境管理課（京都市以外の

市町にあっては、府保健所を経由して）へ報告するものとする。この場合、市町は、あら

かじめ学校等に対し被害の発生状況を的確に取りまとめられるよう依頼しておくものとす

る。

８ 緊急時等における執務体制

府は、緊急時に対処するため、関係市町の協力を得て、執務体制をおおむね次表に示すと

ころにより整えておくものとする。

区 分 大気汚染等の状況
執 務 体 制

時 間 関 係 機 関 人 員

常 １０：３０

時 汚染の進行が予想さ

～

監 第１号体制 れる気象条件にある 左の状況が 府環境管理課 ２名

視 場合 なくなるま

体 で

制

１の測定点のオキシ 左の状況が 府環境管理課 ３名以上

第２号体制 ダント濃度の１時間 なくなるま 府保健環境研究所 １名以上

緊 平均値が0.08ppm で 関 係 府 保 健 所 １名以上

急 を超えた場合 関 係 市 町 １名以上

時 府環境管理課 必要な人員

体 注意報等の 府健康対策課 必要な人員

制 第３号体制 注意報等発令の場合 発令が解除 府保健環境研究所 必要な人員

されるまで 関係府保健所 必要な人員

関係市町 必要な人員
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９ 被害対策班の設置及び出動

府環境管理課及び府保健所は、光化学反応による大気汚染が原因とみられる被害が発生し

た場合には、必要に応じ被害対策班を編成し、市町、学校、その他施設等の医療対策の推進

に協力するとともに、被害発生の状況調査等を行うものとする。

10 その他

(１) この要領による実施は、別に定めるところによるものとする。

(２) 知事は、要綱及びこの要領の実施に伴う事務処理等を円滑に行うため、関係市町に別

に実施要領を定めるよう協力を求めるものとする。
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別紙

光 化 学 ス モ ッ グ 被 害 連 絡 受 付 票

受付日 年 月 日 受付者

届 氏 名（機関・団体）

出

者 住 所（所在地）

(A) 学 校（在校児童・生徒数 人） 校 長（ ）

被 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 教員 そ の 他

害 男

者 女

計

１ 症状を感じた日時 年 月 日
午前

時 分～ 時 分
午後

２ 症状を感じた場所

(1) 運動場 人／ 人 (5) 公園、遊び場 人／ 人

(2) 体育館 人／ 人 (6) 道路上 人／ 人

(3) プール 人／ 人 (7) その他 人／ 人

(4) 室内(開・閉窓) 人／ 人

３ 症状を感じたときの活動状況

(1) 運動中(体育授業・クラブ・遊技・競技) 人

(2) 室内で授業中 人

(3) 歩行中 人

(4) その他 人

人 員
男(人) 女(人) 計(人)

(B) ※ (B )計 (人 )
×100

４ 症 状
(%)

自 (A)被害者(人)

(1) 目がちかちかする

覚 (2) 涙がでる

(3) せきがでる

症 (4) のどがいがらい(刺激される感じ)

(5) 息苦しい

状 (6) はきけがする

(7) 頭が痛い

(8) その他( )

※は、届出のあった保健所において記入すること。
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５ 医師の治療 １ な し

２ あ り（ 人） 医療機関名［ ］

受療者名と受療状況

氏 名 学年(年齢) 性別 職 業 症 状 ・ 治 療 の 概 要

６ 措 置

７ 動物・植物の被害状況

８ 症状を感じたときの気象状況等

(1) 天 候（ 晴 ・ 曇 ・ 雨 ） (2) 風 （ 強 ・ 弱 ・ やや有 ・ 無風 ）

(3) におい（ 有 ・ 無 ） (4) 視程（ 特に悪い ・ 悪い ・ 普通 ）
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